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3 - 3 - 1 - 1 　対象となる権利／386

3 - 3 - 1 - 2 　所在不明／387

3 - 3 - 1 - 3 　弁済期から30年／388

3 - 3 - 1 - 4 　解散の日から30年／389

3 - 3 - 2 　事案❽へのあてはめ／390

〔図表21〕　株式会社笠井銀行の変遷／391
《登記記録 3》　株式会社笠井銀行の閉鎖登記簿謄本（抜粋）

　　　　　　　  ／392
《登記記録 4》　株式会社浜松商業銀行の閉鎖登記簿謄本（抜

　　　　　　　  粋）／393
《登記記録 5》　土地の閉鎖登記簿謄本（抜粋）／394
3 - 3 - 3 　登記申請／394

【書式25】　抵当権抹消登記申請情報／398
【書式26】　抵当権抹消登記の登記原因証明情報／399

4 　経過措置 � 400

第8章　相続土地国庫帰属のレシピ

1 　相続土地国庫帰属法制定の背景と経緯 � 404

2 　承認申請者 � 406

2 - 1 　承認申請できる者 � 406
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2 - 2 　承認申請できない者 � 410

2 - 3 　土地の共有持分を有する者 � 412

3 　法務局による調査 � 414

4 　却下事由 � 418

4 - 1 　建物の存する土地 � 419

4 - 2 　担保権または使用および収益を目的とする権利が設定

　　　 されている土地 � 422

4 - 3 　通路その他の他人による使用が予定される土地 � 427

4 - 3 - 1 　通　路／428

4 - 3 - 2 　墓地内の土地／429

4 - 3 - 3 　境内地／431

4 - 3 - 4 　水道用地、用悪水路、ため池／433

4 - 4 　土壌汚染対策法に規定する特定有害物質により汚染さ

　　　 れている土地 � 433

4 - 5 　境界が明らかでない土地その他の所有権の存否、帰属

　　　 または範囲について争いがある土地 � 437

5 　不承認事由 � 443

5 - 1 　崖がある土地 � 444

5 - 1 - 1 　崖／444

〔図表22〕　崖の例⑴／446
〔図表23〕　崖の例⑵／446
5 - 1 - 2 　過分の費用や労力／447

5 - 2 　土地の通常の管理または処分を阻害する工作物、車両

　　　 または樹木その他の有体物が地上に存する土地 � 449

5 - 3 　除去しなければ土地の通常の管理または処分をするこ

　　　 とができない有体物が地下に存する土地 � 450

5 - 4 　隣接する土地の所有者その他の者との争訟によらなけ

　　　 れば通常の管理または処分をすることができない土地 � 453

5 - 4 - 1 　袋　地／454

5 - 4 - 2 　使用、収益を妨害されている土地／455
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5 - 5 　通常の管理または処分をするにあたり過分の費用また

　　　 は労力を要する土地 � 457

5 - 5 - 1 　災害による被害の生じるおそれがある土地／458

5 - 5 - 2 　動物による被害が生じるおそれがある土地／461

5 - 5 - 3 　管理が必要な森林／462

5 - 5 - 4 　賦課金を伴う土地／464

6 　負担金 � 467

6 - 1 　負担金（総論）� 467

6 - 2 　負担金（各論）� 471

6 - 2 - 1 　帰属令 5条 1 項 1 号の宅地／471

〔図表24〕　負担金の算定方法①（帰属令 5条 1項 1号の宅地）／472
〔図表25〕　宅地の区分表／472
6 - 2 - 2 　帰属令 5条 1 項 2 号の農地／473

〔図表26〕　負担金の算定方法②（帰属令 5条 1項 2号の農地）／474
6 - 2 - 3 　森　林／476

〔図表27〕　負担金の算定方法③（森林）／477
6 - 2 - 4 　隣接する土地／478

〔図表28〕　‌�合算の申出による軽減例①（帰属令 5条 1項 4号の土地）

／479
〔図表29〕　‌�合算の申出による軽減例②（帰属令 5条 1項 1号の宅地）

／479
〔図表30〕　負担金の比較／480
〔図表31〕　合算の申出による軽減例③（連続する三筆の土地）／480
〔図表32〕　合算の申出による軽減例④（点で接する二筆の土地）／481
〔図表33〕　‌�合算の申出による軽減例⑤（一部分が接している

二筆の土地）／482
【書式27】　合算申出書①／483

7 　承認申請手続 � 484

7 - 1 　承認申請書の記載事項（ 1頁目）� 484

【書式28】　承認申請書①（ 1頁目）／485
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7 - 1 - 1 　承認申請書の提出／486

7 - 1 - 2 　承認申請者／488

【書式29】　承認申請書②（法人による承認申請）／489
【書式30】　承認申請書③（法定代理人による承認申請）／491
7 - 1 - 3 　土地の表示／491

7 - 1 - 4 　所有権登記名義人／492

7 - 1 - 5 　添付書面／493

7 - 1 - 5 - 1 　相続・遺贈による取得を証する書面／493

7 - 1 - 5 - 2 　代理権を証する書面／495

7 - 1 - 5 - 3 　土地の位置および範囲を明らかにする図面／496

7 - 1 - 5 - 4 　土地の形状を明らかにする写真／499

7 - 1 - 5 - 5 　隣接土地との境界点を明らかにする写真／500

7 - 1 - 5 - 6 　登記承諾書／502

7 - 2 　承認申請書の記載事項（ 2頁目・ 3頁目）� 504

【書式31】　承認申請書④（ 2頁目・ 3頁目）／504
7 - 2 - 1 　任意の添付書面／505

7 - 2 - 2 　審査手数料／506

7 - 2 - 3 　土地の状況ほか／509

7 - 2 - 4 　承認申請者の押印と連絡先／510

7 - 2 - 5 　書類作成者／514

7 - 3 　承認申請書の記載事項（ 4頁目）� 514

【書式32】　承認申請書⑤（ 4頁目）／514
8 　承認申請書と合算申出書の起案 � 516

8 - 1 　承認申請書 � 516

〔図表34〕　事案❽の関係図／517
【書式33】　承認申請書（事案❽）／518
【書式34】　土地の位置及び範囲を明らかにする図面（事案❽）／525
【書式35】　隣接土地との境界点を明らかにする写真（事案❽）／526
【書式36】　土地の形状を明らかにする写真（事案❽）／527
8 - 2 　合算申出書 � 528
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〔図表35〕　事案❾の関係図／528
【書式37】　合算申出書②（事案❾）／529
〔図表36〕　事案�の関係図／530
【書式38】　合算申出書③（事案�）／531
9 　承認申請後の流れ � 533

9 - 1 　通知・納付・登記・取下げ・審査請求 � 533

9 - 2 　地位の承継 � 537

【書式39】　地位承継の申出書①（一般承継）／538
【書式40】　地位承継の申出書②（特定承継）／539

10　事案集積の必要性 � 542

・著者紹介／544
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◎凡　　例◎

▶条文の表記方法
本書では特に断りがなく条文番号だけを記す場合は改正後の民法の条文を指

し、同じく改正法後の不動産登記法、非訟事件手続法、家事事件手続法、区分所

有法の各条文を記す場合は、単に、不動産登記法、非訟事件手続法、家事事件手

続法、区分所有法と記載する。一方、改正前の各法律の条文を指す場合は、それ

ぞれ「改正前」と付記する。

▶法　令
改正法	‌� 民法等の一部を改正する法律（令和 3年法律

第24号）

民		  民法

最高裁規則／裁規	‌� 共有に関する非訟事件及び土地等の管理に関

する非訟事件に関する手続規則

相続土地国庫帰属法／帰属	‌� 相続等により取得した土地所有権の国庫への

帰属に関する法律

相続土地国庫帰属令／帰属令	‌� 相続等により取得した土地所有権の国庫への

帰属に関する法律施行令

相続土地国庫帰属規則／帰属規	 相続等により取得した土地所有権の国庫への

帰属に関する法律施行規則

所有者不明土地法／不明	‌� 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特

別措置法

表題部所有者不明土地法／表題部	‌� 表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正

化に関する法律

空家特措法／空家	 空家等対策の推進に関する特別措置法

会		  会社法

借地		 借地借家法

区分所有法／区分	 建物の区分所有等に関する法律

民訴		 民事訴訟法

民訴規	 民事訴訟規則

民執		 民事執行法
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民調		 民事調停法

非訟		 非訟事件手続法

家事		 家事事件手続法

家事規	 家事事件手続規則

不登		 不動産登記法

不登令	 不動産登記令

不登規	 不動産登記規則

商登		 商業登記法

商登規	 商業登記規則

供託		 供託法

供託規	 供託規則

供託公告令	 非訟事件手続法第90条第 8項及び第91条第 5

項並びに家事事件手続法第146条の 2第 2項の

規定による公告の方法等を定める省令

司		  司法書士法

戸籍		 戸籍法

収用		 土地収用法

都市		 都市計画法

改良		 土地改良法

改良規	 土地改良法施行規則

土壌		 土壌汚染対策法

土壌規	 土壌汚染対策法施行規則

農振法／農振	 農業振興地域の整備に関する法律

宗教		 宗教法人法

墓埋		 墓地、埋葬等に関する法律

地自		 地方自治法

▶資　料
会議録	 第204回国会衆議院法務委員会会議録

要綱		 民法・不動産登記法（所有者不明関係）等の改正に関す

る要綱（令和 3年 2月10日）

部会資料	 法制審議会民法・不動産登記法部会資料
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部会第○回会議	 法制審議会民法・不動産登記法部会第〇回会議議事録

中間試案補足説明	 民法・不動産登記法（所有者不明土地関係）等の改正に

関する中間試案の補足説明（令和 2年 1月）

ポイント	 法務省民事局「令和 3年民法・不動産登記法、相続土地

国庫帰属法のポイント」（令和 4年10月版）

共有私道ガイドライン	‌� 共有私道の保存・管理等に関する事例研究会「複数の者

が所有する私道の工事において必要な所有者の同意に関

する研究報告書～所有者不明私道への対応ガイドライン

～〔第 2版〕」（令和 4年 6月）

ガイドブック	 国土交通省「所有者不明土地ガイドブック～迷子の土地

を出さないために！～」（令和 4年 3月）

▶判例集等
民録　　　大審院民事判決録

民集　　　最高裁判所民事判例集／大審院民事判例集

集民　　　最高裁判所裁判集民事

家月　　　家庭裁判所月報

判決全集　大審院判決全集（法律新報付録）

判時　　　判例時報

判タ　　　判例タイムズ

金法　　　金融法務事情

ジュリ　　ジュリスト

▶著書・論文
あかし	 静岡県司法書士会あかし運営委員会編『相続実務必携』（民事法研究会）

荒井		 荒井達也『Q&A令和 3年民法・不動産登記法改正の要点と実務への

影響』（日本加除出版）

内田		 内田貴『民法Ⅰ総則・物権総論〔第 4版〕』（東京大学出版会）

小川＝宗宮	 小川英明＝宗宮英俊共編『事例からみる訴額算定の手引〔改訂版〕』

（新日本法規）

五右衛門	 弁護士五右衛門『限定相続の実務〔改訂 2〕』（オブアワーズ）

後藤浩	 後藤浩平『不動産登記添付情報全集〔新版〕』（新日本法規）
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